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協同組合と組合員有限責任制度
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平成 +.年 .月 +2日受付平成 +.年 1月 ,0日受理
要約 : わが国の協同組合は 経済的社会的に非常に大きな役割を果たしている しかし 法制度面から協
同組合制度をみた場合には いくつかの問題を内包している 本稿では 協同組合における法制度上の重要
な問題の +つとして組合員有限責任制度を取り上げ 債権者保護の視点からこれを論じた 協同組合では株
式会社と同じように組合員有限責任制度が法定されているが 株式会社に比べて債権者保護の点で十分とは
いえない 債権者保護制度は有限責任制度を担保する重要な要素であるので 協同組合において組合員有限
責任制度を維持するのであれば 債権者保護の充実を図る必要がある
キワド : 協同組合 有限責任制度 債権者保護
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 はじめに問題の所在と本稿の視点
わが国には 農業協同組合法 昭和 ,,年法律 +-,号 を
はじめとして 消費生活協同組合法 昭和 ,-年法律 ,**
号 水産業協同組合法 昭和 ,-年法律 ,.,号 中小企業
等協同組合法 昭和 ,.年法律 +2+号 森林組合法 昭和
/-年法律 -0号 などによって それぞれの事業目的にし
たがった各種の協同組合制度が定められている+, ,
これらの協同組合は組合員に出資を求める出資組合と出
資を求めない非出資組合とに分かれるが そのうち出資組
合では組合員の出資者としての責任はすべていわゆる有限
責任制度がとられている しかし 協同組合の組合員に対
して有限責任を認めることについては かかる制度の導入
当初から 協同組合の人的性格などの組織構造上の問題点
を理由にして これを批判する見解がみられた- それに
も拘わらず その後 立法当局においてかかる問題点の検
討はなされておらず 現在に至っている.
いわゆる有限責任制度は 物的会社の最高次の形態であ
る株式会社を特徴づける原則のひとつであり/ 会社制度
発展史の上においては +0*,年のオランダ東インド会社を
嚆矢とする株式会社制度を画する重要なメルクマルのひ
とつであるとされている0そしてその機能は企業経営
にともなう出資者の責任をその出資額に制限するというも
のであり それはまた法人格と結び 会社債権者の株主
社員に対する請求権を制限するというものでもある その
ために 出資者にとっては 企業経営にともなうリスク負
担から解放されるのでありメリットが大きい1また企
業経営者にとっても かかる制度により資本を容易に集め
うることができるためにメリットが大きい2
しかし 同時に 有限責任制度は 会社債権者に対して
企業経営にともなうリスク負担を転嫁する制度ともいえる
のであり 近代社会における責任原則が 無限責任を基調
とする自己責任主義をとっていることを考えるとき 極め
て例外的な制度であるといえる そのために 株式会社に
おいては 資本充実維持の原則と公示主義の原則を徹底
し会社債権者の保護を図っている3しかしながら物的
会社の最高次の形態であるとされる株式会社についても
株主有限責任制度を疑問視する見解があり 法人株主の
問題 過小資本の問題 会社の不法行為に関わる問
題中小株式会社をめぐる問題さらに法人格否認の
法理の適用などの研究から すべての株式会社に対して株
主有限責任制度を認めることに消極的な見解がみられ
る+* また かかる制度が将来にわたって万全ではないこ
とを指摘する見解も近時みられるところである++
本稿では このような株式会社における株主有限責任制
度をめぐる状況を参考にしながら 協同組合の基本構造を
整理してその本質を明確にした上で かねてより問題にさ
れていた協同組合の組合員の出資責任の拡張と組合員有限
責任制度をめぐる問題について 判例の分析検討などを
含めながら 特に債権者保護の視点から その合理性を検
討する
 協同組合の基本構造と
組合員有限責任制度の根拠
+ 協同組合の基本構造
 協同組合の経済的社会的理念
協同組合は 歴史的にみれば 産業化の進展とともに経
済的社会的に乖離対立する資本家と消費者 大企業と
中小企業や小生産者である農林水産業者等との関係の調整
を 経済的社会的弱者の立場から図るものとして生み出
されたのであり +3世紀初頭以降のヨロッパ諸国におい
てその先駆的形態が生み出された+, それはまた 資本主
義社会に内在する必然的矛盾への対応を図るべきものとし
て生成してきたものであって 産業革命に端を発する資本
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主義経済の飛躍的発展と並行して勃興した近代的会社企業
株式会社の発展に対峙するものでもあり周知のように
社会的実践運動 協同運動 として結実したものであっ
た+-
このように 協同組合は 資本主義社会における経済的
弱者である消費者 中小企業経営者 農林水産業等に従事
している小生産者により組織された人的団体であり その
目的は組合を組織する経済的弱者であるところの組合員の
経済的地位の向上を図ることにある 農協 +条生協 +条
水協 +条 中協 +条 森林 +条 そして そのために 組
合員の消費や営業に関わる財やサビスの調達 生産物の
生産や販売等の経済的活動を 組合員による協同事業経営
によって行うという特色をもっている
したがって 会社企業が 営利主義を原則とし 利潤追
求を目的として経済活動を行うのに対して 協同組合は
組合員への直接奉仕を事業の目的とし 経済的弱者である
組合員が利用しうるための経済活動を行う 農協 2条 生
協 3条 水協 .条 中協 /条 ,項 森林 .条 いわゆる協
同目的原理が協同組合の経済活動の目的となっているので
ある したがって 協同組合は 営利性を企業の目的と捉
えれば 企業ではないことになる+.
以上のように 協同組合は 基本的に企業とは異なり
歴史的にみればむしろそれに対峙しうるものとして捉える
ことができる そして 協同組合は 経済的弱者保護とい
ういわば社会的な理念をもって設立されているために 法
の体系からいえばいわゆる社会経済法に属し 原則として
協同組合の経済活動については独占禁止法の適用除外とさ
れている 独禁 ,.条 のである
しかしながら 今日 協同組合のもつ社会的経済的影
響力を無視することはできない 例えば わが国のトップ
企業のトヨタ自動車の ,**+年 -月末の売上高は単独決算
で約 1,3*-,/2*百万円 連結で +-,.,.,.,-百万円 セブンイ
レブンを擁する大手小売店イトヨカ堂の売上高は単独
で +,.13,2,/百万円 連結で -,+*-,0*1百万円である+/ こ
れに対して ,***事業年度における日本生活協同組合連合
会 /21組合の総事業高は -,,2-,,,*百万円 そのうち第 +
位のコプこうべの総事業高は約 -+3,2,*百万円+0であ
る また +333事業年度における農業協同組合 +,0+2組合
の総事業高は /,+/*,-**百万円 漁業協同組合 +,2,,組合
の総事業高は +,-,/,+**百万円である+1 以上に示した数
値からも明らかなように 協同組合はわが国経済において
非常に大きな役割を担っているとともに 経済的に大きな
影響力をもっていることがわかる このような実態は
我に 私企業と協同組合との境界とは一体何なのかとい
う疑問を抱かせるのである
 協同組合組織の法制度上の特色
民法上の組合には法人格は認められていないが 各種の
協同組合法は協同組合を法人としている 農協 /条 農協
1,条の / 農協 1-条の / 生協 .条 水協 /条 中協 .条
+項 中協 1+条 +項 森林 /条 +項 法人の機能は ま
ず 団体がその行う法律関係について団体自体が権利義務
の主体となるということであり それは団体における法律
関係を明確かつ迅速に処理するためのひとつの法技術であ
るといえる また 法人格は 構成員の個人的な法律関係
を団体に持ち込むことを遮断すると同時に 債権者の請求
権から団体構成員の個人的財産を遮断するという機能を有
する
もっとも 合名会社や合資会社では法人格が認められて
いるにもかかわらず その社員は会社債権者に対して直接
責任を負わなければならない 商 2*条 +.1条 +/1条
が これは人的色彩の強いこれらの会社においては会社債
権者保護を図る上で 法が特に認めた付加的なものと解さ
れている+2 したがって 法人のもつ基本的な機能は 前
者に求めることができるのであり 商法上の会社において
後者の機能まで有するのは 株式会社と有限会社である
商 /.条 +項 有 +条 ,項 そして 協同組合の法人格に
ついても 株式会社や有限会社における法人格と同様のも
のと解されている
なお 法人は営利法人と非営利法人に分かれるが 協同
組合はその性格から非営利法人とされる しかし 協同組
合は非営利であっても公益を目的とする法人ではない し
たがって 営利法人でもなく公益法人でもない いわゆる
中間法人と呼ばれる法人形態である この点に関して 平
成 +-年に成立した 中間法人法 平成 +-年 0月 +/日
法律 .3号 平成 +.年 .月 +日施行 は 公益を目的とせ
ず かつ 営利を目的としない団体について 準則主義に
よる法人格の取得を可能とした 中間法人法 ,条 +号 -
条そこで協同組合と中間法人法の定める中間法人との
違いが問題になるが 各種の協同組合法はいわゆる協同目
的を原則として個別的な政策目的に従って立法化されてお
り 中間法人法が目的とするように 一般的な非営利かつ
非公益を目的とする団体に法人格を付与することを目的と
するものとは異なる+3 その意味からすれば 各種の協同
組合法がそれぞれ独自に存在しているのは 法がその目的
に応じた法人形態の選択を広く社会に容認している一事例
としてみることができる
次に 協同組合の団体としての性格について整理をして
おく 一般に 人間の集合した団体は 法制度的には組合
と社団に分類でき これら二つはまた対立概念であると考
えられている 組合と社団の違いについてはいくつかの考
え方がある そのひとつは 構成員の人間関係に注目する
もので 構成員の人間関係が濃厚でかつ契約により結合し
ているものを組合 民 001条 +項参照構成員の人間関係
が希薄で社員関係により結合しているものを社団と解する
考え方である 他のひとつは 構成員の人間関係は実質的
なものであるとして 構成員が契約関係により直接結合す
るものを組合 構成員が団体との間の社員関係により団体
を通じて間接に結合する団体を社団とする考え方であ
る,* 商法上の会社はすべて社団とされるが 商 /,条 有
+条 +項合名会社と合資会社については組合規定が準用
されており 商 02条 +.1条民 001条 +項参照これを
組合と解する考え方もある このように解するのは これ
らの会社においては人間関係が濃厚であるという実態に注
目するからである
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そこで 協同組合の社団性についてみておくと 旧産業
組合法第 +条第 +項は産業組合を社団法人であると明記し
ていたが 現行の各種の協同組合法はこれについて何ら規
定をしていない 協同組合は協同組織として構成され共通
の目的をもった経済的弱者が自分たちの目的を実現するた
めに組織した団体であるので 人的色彩が濃い人的団体組
織である したがって 村橋時郎教授は 経済的には協同
組合の組合員は 原則として組合事業の所有者たると同時
にその経営者であって 組合は全人格をあげて組合員の運
命に関与しており 組合の事業は組合員の事業であり 組
合の活動は実は組合員の生業たる関係にある,+として
協同組合はその性格からこれを組合と解するのが妥当であ
ると述べられている
しかしながら 協同組合の業務執行は理事会によって行
われており 組合員は組合員総会において経営に参加する
に過ぎないので 少なくとも内部関係においては いわば
社員関係としての結合になっており 社団と解しうること
ができるであろうとする見解もある,, また 福岡地裁昭
和 .0年 -月 ,,日判決 判例タイムズ ,0.号 -13頁 は
その根拠を明確には示していないが 協同組合を社団法人
としている
私見では 村橋教授の指摘されるように 協同組合はま
さに人的結合であって それは協同組合の理念からも導か
れるものであり したがって基本的には これを組合と解
するのが妥当ではないかと考える しかしながら 現行法
上の協同組合は 法形式としては 業務執行機関として理
事会制度がとられており 各組合員は組合員総会において
のみ間接的に経営に参加しうるに過ぎない この点は 株
式会社の組織構造に類似しており 社団的性格であるとい
える したがって 協同組合は その本質において少なく
とも組合的性格をもちながら 形式的にはこれを社団と解
しうることができる,-
協同組合はまた 団体の構造の点からみると 会社企業
の典型である株式会社が資本的な団体であるのに対し 人
格的な団体である点において大きく異なっている このこ
とは それぞれの組織の運営に際して 株式会社ではいわ
ゆる株主平等の原則が徹底されているのに対し 協同組合
では組合員平等の原則が徹底されているところにもうかが
える 株主平等の原則は 同一の株式は同一の権利を有す
るということを表現したものであり 株式平等の原則とも
言い表すことができる そして 株主総会での議決は株式
の多数決で決せられるので 資本多数決の原則とも言い換
えることができる これに対して 協同組合の組合員平等
の原則は 組合員総会での決議は組合員の多数決で決せら
れ 出資金額の多寡には関係がない 農協 +0条 +項 生協
+1条 +項 水協 ,+条 +項 中協 ++条 +項 森林 -+条 +
項協同組合ではいわば人格的平等が徹底されていると
いえる この点は 合名会社や合資会社の業務執行が 民
法上の組合の規定を準用し 社員の過半数によって決せら
れる 商 02条 +.1条 民 01*条 +項 という人格的平等
主義がとられているのに類似している なお 先にみた中
間法人法も 原則として社員の議決権につき人格的平等主
義をとっている 中間法人法 --条
以上のように 協同組合の基本的な組織構造は 人的な
色彩が強く 合名会社や合資会社に類似した性格を有して
いると同時に 株式会社にも類似した組織構造でもあると
いう いわば複合的な性格を備えた団体であるといえる
, 協同組合の組合員の出資責任の態様
 旧産業組合法による組合員の出資責任
わが国においては すでに江戸時代に協同組合の先駆的
なものがあったといわれており また 明治初期には近代
的協同組合とされるものがあったといわれている しか
し 近代的協同組合が制度として確立されたのは産業組合
法 明治 --年 法律 -.号 昭和 ,-年 +*月 +日廃止 以
下 旧法と略す の成立によってである 以下では 論を
展開する前提として 旧法における組合員の責任形態を整
理しておく,.
旧法によれば 産業組合とは 組合員ノ産業又ハ其ノ経
済ノ発達ヲ企図スル 目的をもって設立される社団法人
で 信用組合 販売組合 購買組合 利用組合の .種があ
る 旧法 +条 +項 産業組合は 組合という名称が示すよ
うに 人的な結合によってできた団体である しかし い
わゆる民法上の組合が組合契約に基づく純粋な人的結合で
ある 民 001条 +項 のに対し 産業組合は社団法人であ
る 旧法 +条 +項 ので 団体組織の構造は大きく異なっ
ており むしろ営利性という点を除けば 商法上の会社が
社団法人である 商 /,条 /.条 +項のに類似していると
考えることができる
産業組合は組合員の責任の態様により無限責任組合
有限責任組合 保証責任組合の -種に分類される 旧法 ,
条
無限責任組合の組合員は 組合財産ヲ以テ其ノ債務ヲ
完済スルコト能ハサル場合ニ於テ組合員ノ全員カ連帯無限
ノ責任ヲ負担 しなければならない 旧法 ,条 ,項 この
責任は 基本的には 合名会社や合資会社の無限責任社員
の責任内容と同じである 商 2*条 +.1条
有限責任組合の組合員は 組合財産ヲ以テ其ノ債務ヲ
完済スルコト能ハサル場合ニ於テ組合員ノ全員カ
ソノ出資額ヲ限度トシテ責任ヲ負 わねばならない 旧法
,条 ,項この責任は株式会社の株主の責任 商 ,**条
や有限会社の社員の責任 有 +1条 と同じで いわゆる間
接有限責任である
保証責任組合の組合員は 組合財産ヲ以テ其ノ債務ヲ
完済スルコト能ハサル場合ニ於テ組合員ノ全員カ其ノ出資
額ノ外一定ノ金額ヲ限度トシテ責任ヲ負担 しなければな
らない 旧法 ,条 ,項保証組合の保証金額は定款の必要
記載事項であり 旧法 3条 +項 /号ノ , 組合員原簿 旧
法 +0条ノ /第 .号 および組合員名簿にも記載しなけれ
ばならない 旧法 ,3条ノ ,第 /号 この責任は 本来の
出資のほかにある一定の金額を限度として責任を負うもの
であるので 間接有限責任よりは加重された責任形態であ
るが 無限責任よりは軽減された責任形態である
このうち 有限責任組合についてみると 立法当初の旧
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法は その範囲について何らの規制を設けていなかった
しかし 1次改正法第 ,条第 +項但書は 有限責任組合の
範囲に制限を設け 信用組合事業のみを行うもの 同項 +
号 定款において経済に必要なもののみを取り扱う購買
組合事業のみを行うもの 但し 経済に必要な設備のみの
利用を行う利用事業組合を兼ねることは許される 同項 ,
号 に限定した これらの協同組合は 比較的多数の組合
員から構成されることが予想され 組合員の加入退出も
繁であることが予想され また 組合員の資産状態も同
様でないことが予想されるので,/ いわば無機能的かつ大
衆的な組合員の存在を予想し 有限責任組合となることが
許されたのであろう したがって 少なくとも戦前の協同
組合制度においては 無限責任組合 保証責任組合が中心
的なものであったと考えられる
 現行各種協同組合法による組合員の出資責任
 組合員有限責任制度
各種協同組合法の定める組合員の出資責任は次の
イホ のように法定されている
イ 農業協同組合法第 +-条第 .項 出資組合の組合
員の責任は 第十七条の規定による経費負担の外 その出
資額を限度とする
ロ 消費生活協同組合法第 +0条第 /項 組合員の責
任は その出資額を限度とする
ハ 水産業協同組合法第 +3条第 .項 出資組合の組
合員の責任は その出資額を限度とする
ニ 中小企業等協同組合法第 +*条第 /項 組合員の
責任は その出資額を限度とする
ホ 森林組合法第 ,2条第 .項 出資組合の組合員の
責任は その出資額を限度とする
協同組合の組合員の出資責任は 株式会社の株主や有限
会社の社員のように間接有限責任である 商 ,**条 有 +1
条参照このように解するのは組合員の責任はその出資
額を限度とするという明文の規定があること さらに合資
会社の有限責任社員のように 有限責任社員ハ其ノ出資ノ
価額ヲ限度トシテ会社ノ債務ヲ弁済スル責ニ任ズ但シ既ニ
会社ニ対シ履行ヲ為シタル出資ノ価額ニ付テハ此ノ限リニ
在ラズ 商 +/1条 +項という旨の規定を欠いていること
による
なお 協同組合の組合員の有限責任制度は強行規定で
あって 定款でもってもこれを否定することはできない
 組合員有限責任制度の例外規定
しかし 組合員の出資責任は 株式会社の株主や有限会
社の社員と全く同じではなく 組合員は定款の定めるとこ
ろにより経費の負担に応じなければならない 農協 +1条 +
項水協 ,,条 +項中協 +,条 +項森林 -,条 +項,0経
費とは 指導事業等に要する必要な費用を事業の受益者で
ある組合員に直接負担させるものであり 特に 組合員か
ら出資金を徴収しない非出資形態の協同組合においては
その意義は大きいとされているものである,1 また 経費
の法的性格は 出資の払込 農協 +-条 水協 +3条 中協
+*条森林 ,2条とは異なり単なる協同組合への支出に
過ぎないと解されている,2 しかし 経費の負担を協同組
合に対する財産上の義務であると捉え これを組合員有限
責任 農協 +-条 .項 水協 +3条 .項 中協 +*条 /項 森
林 ,2条 .項の例外と解する考え方もある,3けれども
いずれの立場をとるにしても 組合員に経費の負担を求め
ることは 組合員有限責任制度それ自体を妨げるものでは
ないと理解されており 適法な経費の負担については 組
合員はこれに応じなければならない もっとも法は 経費
の具体的な内容を法定していないので この点には問題が
残る-*
また各種の協同組合法は定款の定めるところにより
組合員に対して協同組合の事業を利用した割合に応じて配
当した剰余金の全部または一部を /年間に限り いわゆ
る回転出資金として出資させることができる 農協 +-条
の ,第 +項 水協 +3条の ,第 +項 森林 ,3条 +項 この
制度も経費の賦課と同様に組合員有限責任制度を妨げるも
のではないと理解されている すなわち 回転出資金は
拠出されている間は協同組合の損失の補に充てることが
でき 農協 /,条の , 水協 /1条の , 森林 1+条 +項 財
務上は自己資本として取り扱われ 一種の出資のような機
能を有する しかし それが損失の補のような場合にの
み取り崩すことができる 農協 /,条の ,第 +項 水協 //
条 -項 森林 1+条 +項 ところから 準備金的な性格を有
しているといえる また 損失の補に充当した残額につ
いては 払込に充てた剰余金を生じた事業年度の次の事業
年度の開始の日から起算して /年を経過したときにこれを
払い戻さなければならない 農協 /,条の ,第 ,項 水協
/1条の ,第 ,項森林 1+条 ,項ので一種の預り金的な
性格を有しているともいえる
以上のように 協同組合の出資者の責任は 株式会社の
株主や有限会社の社員と同じく間接有限責任であるが 協
同組合の特殊性から 経費の賦課や回転準備金制度が設け
られている そして これらは一般に組合員有限責任制度
を妨げるものではないとされている
- 組合員有限責任制度の根拠と立法上の矛盾
協同組合の組合員有限責任制度と同じく有限責任制度を
導入している株式会社について 株主有限責任制度の根拠
は 詳論は避けるが 大きく分ければ所有と経営の分離
にともなう無機能資本家の保護という視点から導入された
とする考え方 大衆資本を糾合するためのシステムとし
て導入されたとする考え方に分かれる-+ しかし につ
いては 協同組合はもともと参加型の自助的組織として設
立され 運営されているのであるから 所有と経営の分離
という考え方自体なじむものではないので 該当しない
についても 協同組合は資本的な団体ではなく 資本の
糾合という考え方はなじまないので 該当しない した
がって 協同組合の組合員有限責任制度の根拠は むしろ
社会的な政策技術的なところに見いだされるのであり 一
般に 組合員有限責任制度をすべての協同組合に認めるこ
とにより 協同組合への参加を容易にし 協同組合運動の
展開を推進しようとするためであるといわれている-, こ
の点に関しては 中間法人法に定める有限責任中間法人
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中間法人法 ,条 ,号 同 +*条以下 についても該当す
る--
しかしながら はじめにも述べたように 団体構成員の
団体債権者に対する責任は 基本的には無限責任とする
民 01/条商 2*条 +.1条のが原則であるので有限責
任制度は例外的な制度であるといえる-. これは 有限責
任制度が衡平とか正義といった法の基本理念から導かれる
ものではなく 近代経済社会の要求に対応するために創出
されたひとつの法技術であるからだと思われる もっとも
法は 有限責任制度を無制約に認めるのではなく 公示主
義に基づく財産状態や経営状況の公開 資本の充実維持
すなわち債権者保護を十全に図ることを要件としてこれを
認めているのである-/ したがって 構成員の有限責任を
認める団体は それにふさわしい実体を備える必要がある
といえる
しかし 協同組合は 非営利原則の下 組合員のための
直接奉仕を目的とした相互扶助的活動として運営されてい
るので 農協 +条 2条 生協 +条 3条 水協 +条 .条
中協 +条 /条 ,項 森林 +条 .条 独禁 ,.条 +号参照
人的色彩が強く 組合活動により生じた便益はすべて組合
員に帰属することになっている-0 協同組合への参加につ
いては オプンメンバシップの精神にしたがい 参加
資格のあるものが組合員になることを制限することは違法
である 農協 ,*条 生協 +/条 水協 ,/条 中協 +.条
森林 -/条が参加資格が厳密に法定されている 農協 +,
条 生協 +.条 水協 +2条 中協 2条 森林 ,1条 +項 の
で 株式会社に比べて閉鎖的である 商 ,*.条 +項本文
商 ,*.条 +項但書対照また協同組合の業務執行機関で
ある理事会 農協 -,条 水協 -0条 中協 -0条の , 森林
.0条の構成員である理事は少なくとも三分の二が組合員
でなければならないので 農協 -*条 +*項 水協 -.条 3
項 中協 -/条 .項-1 この点も株式会社に比べて閉鎖的
な規定として指摘できる 商 ,/.条 +項 ,項参照 昭和 +-
年改正前商法 +0.条 +項対照 計算書類の公開制度につ
いても 事務所での備置閲覧制度はあるが 農協 -0条 生
協 .*条 水協 .*条 中協 .*条 森林 /*条 商 ,2,条参
照株式会社にみられるような公告制度はない 商 ,2-条
-項 商特 +0条 ,項 +3条 ,項参照 したがって 株式
会社制度との比較及び協同組合の本来的な性格からすれ
ば 組合債務に対する責任は組合員が負うべきとするのが
原則であろうと思われる-2
なお この点に関して 先に成立施行された中間法人
法は 有限責任中間法人を認めるとともに 比較的少人数
で人間関係の強い団体の法人化に適合する簡便な設立運
営が可能な無限責任中間法人 中間法人法 3-条以下 同 ,
条 -号参照 を制度化している-3 一方 個別目的は異な
るものの 同じく中間法人に分類される協同組合について
は 無限責任協同組合はない このようにみるとき 協同
組合を含む各種団体における構成員の有限責任制度の根拠
は 政策的意図に基づくものであり 法的根拠に乏しいこ
とになる.*
. 協同組合における組合債権者保護への対応と課題
協同組合は 基本的には人格的な団体であって 協同目
的のもとに集まった組合員との取引関係を中心とする閉鎖
的な団体であると考えられる そのようななか 戦後 協
同組合運動推進のために 政策的視点から組合員有限責任
制度が採用されることとなったが 前述のように協同組合
の本質は閉鎖的かつ人格的な団体であるために 組合員有
限責任制度を担保する出資金の充実維持や経営内容の公
開制度が十全な形で準備されてこなかった そのために
後述のような訴訟上の問題点がいくつか提起されている
もっとも 近時 このような不備を是正すべく 出資金
の充実維持の面では 株式会社の資本充実維持の原則に適
合する最低出資金制度の導入 農協 +*条ノ ,農協 +*条 +
項 ,号参照 や責任準備金制度 例えば農協 ++条ノ / 農
協 +*条 +項 2号参照の導入が図られているしかしなが
ら これらの制度は 金融事業や共済事業を営む協同組合
に課された要件であってすべての協同組合に課された要件
ではない.+ この点に関しては 株式会社や有限会社だけ
ではなく 有限責任中間法人においても 債権者保護の視
点から最低基金を -**万円と定めており 中間法人法 +,
条 協同組合においても導入が求められるべきであろう
また 経営内容の公開については 先にも若干ふれたよ
うに協同組合においては組合員ならびに組合債権者は
決算書類ならびに監査報告書等の閲覧謄写を理事に対して
求めることができる 例えば農協 -0条 3項など が かか
る制度は 組合債権者についてみれば 取引関係上弱い者
には利用しづらいこと また新たな組合債権者となろうと
する者については何らの効力も発揮しない., 更に 一部
の協同組合においては 株式会社の IR活動に比肩するよ
うな経営情報の公開が組合員総会や組合員への広報誌を通
して行われているが かかる制度は 組合員に対するもの
であるので 組合債権者は対象外である 経営内容の公開
は 具体的には計算書類の公開という手法で行われるが
周知のように株式会社においても上場企業等の大規模企業
を除き 商法の計算書類公開制度 商 ,2-条 -項 商特 +0
条 ,項 +3条 ,項参照 は遵守されておらず 問題を生じ
ている したがって 債権者保護のためには 何らかの政
策的対応が望まれる.-
ところで 現代の協同組合は 農協の統合化にみられる
ように規模拡大化を進めている そして それに対応すべ
く理事会制度のみならず経営管理員会 例えば農協 -,条
ノ , 制度も盛り込まれ.. ガバナンスの視点から合理的
な組織づくりが進められている このような合理的組織づ
くりの過程において 当然に組合員有限責任制度を担保す
る出資金の充実維持制度や経営内容の公開制度の導入が
徹底されなければならない 特に 経営内容の公開は 組
合員有限責任制度を担保するのみならず 大規模化する協
同組合の経営者の行動を規律するものにもつながる その
点からすれば 一定の規模以上の協同組合に関しては 組
合債権者を含む不特定多数の利害関係者が存在すると考え
られるので 株式会社と同様の計算書類公開制度 商 ,2-
条 -項商特 +0条 ,項 +3条 ,項参照の導入を協同組合
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においても認める必要があると思われる
 出資責任の拡張と組合員有限責任制度
が争われた判例の検討
+ 出資責任の拡張と組合員有限責任制度をめぐる判例
前述のように わが協同組合法は組合員有限責任制度を
定めているが 協同組合では株式会社と異なり経費等の負
担を求めることができるために 当該費用負担が経費等に
該当するか否か あるいは直接に組合員有限責任制度に違
反するか否かをめぐって訴訟が提起されている
 福岡地裁昭和 .0年 -月 ,,日判決 判例タイムズ
,0.号 -13頁
 事実の概要
中小企業等協同組合法に基づき設立されたA協同組合
が振り出した手形ならびに小切手の所有者 原告 が A
の組合員ら 被告 に対して手形金額ならびの小切手金額
の支払いを求めた事例 協同組合の組合員有限責任制度が
直接争点となった
 判旨
中小企業等協同組合法は組合員の責任につきこれを株
式会社における株主と同様いわゆる有限責任とし 組合に
対する債権者の財産を担保する財産として 組合員の履行
した出資により組合に保持されるに至った組合の財産のみ
をもってその引き当てとなすべく限定したものと解すべ
く 組合員たることを根拠として直ちに組合の債務につき
弁済の責任あるものとなすことはできない
 コメント
本件判決は 中小企業等協同組合法に基づき設立された
協同組合について 組合員の出資責任を 株式会社の株主
と同様の間接有限責任であるとした
 最高裁昭和 /,年 +,月 +3日第二小法廷判決 民集
-+巻 1号 +*3-頁
 事実の概要
農業協同組合法に基づき設立された農事組合法人が解散
手続きに入る前に臨時総会を開催し 各組合員が均等に組
合債務を負担するという議案を全組合員で決議したにもか
かわらず かかる負担金を支払わない組合員に対して農事
組合法人が負担金の支払いを求めた事例
 判旨
農事組合法人の出資組合法人の責任は 農業協同組合法
に別段の定めがある場合のほか その出資額を限度とする
ことは 同法 1-条 +項 +-条 .項の規定するところであ
り 右のいわゆる組合員有限責任の原則により 組合員に
出資額を超えて責任を課すことはたとえ組合員全員の同意
があっても許されないといわなければならないしかし
具体的に確定した債務につき 組合員総会における組合員
全員一致の決議に基づき 組合が出資額を超えて組合員に
義務を課することは 組合員有限責任の原則に触れるもの
ではない
 コメント
本件判決は 組合員有限責任制度を強行規定であるとし
ながら 債務が具体的に確定していること 組合員総会の
全員一致の決議があることを要件として 追加出資を認め
た
 東京地裁平成 -年 1月 -*日判決 判例時報 +.+/号
++*頁
 事実の概要
中小企業等協同組合法に基づき設立された協同組合が
所定の手続きを経て事業およびその費用負担を総会で決議
し 負担金を組合員に課したことについて 組合員がこれ
を負担すべきか否かが争われた事例
 判旨
所要の手続を経て事業およびこれにともなう費用負担
が決定された以上 決定の内容に法律上の瑕疵がある等の
事情がない限り 組合員が総会の意思決定に拘束されるの
は 団体に所属する以上避けられないことであり 右請求
をすることが信義に反するものでもない 中小企業等協
同組合法の下において 組合員となるためには出資一口以
上を要するものの 出資を強制しうると解することはでき
ない
 コメント
本判決は 中小企業等協同組合法に基づき設立された協
同組合について 組合員有限責任制度を承認し 組合が組
合員に対して追加出資を求めることを否定するが 総会に
おいて適法に決定された使用料または手数料の費用負担
は 組合員有限責任制度を妨げるものではなく 組合員は
これに応じなければならないとした
 最高裁平成 .年 -月 -日第三小法廷判決 民集 .0
巻 -号 +/+頁
 事実の概要と争点
水産業協同組合法に基づき設立された水産加工業協同組
合 Yが Xを含む Yの組合員に対して 魚類の協同仕入
事業により生じた損失金の処理のために特別付加金を課し
たことについて イ それがいわゆる経費 水協 30条 ,
項 ,,条 +項 に該当するか否か また 該当しない場合
に ロ組合員に対して出資額を超えて経費以外の金員の
負担を課すことが組合員有限責任の原則 水協 30条 ,項
+3条 .項 に抵触せず適法であるか否かが争点
 判旨
争点 イ に関して 水産加工業協同組合の組合員の責
任は 定款の定めるところにより 経費を負担することが
あるほか その出資額を限度とするものである
争点 ロ に関して 水産加工業協同組合の組合員の責
任は 前記のとおり 定款所定の経費を負担するほか そ
の出資額を限度とする有限責任を負担するにとどまるもの
であるから 組合が出資額を超えて経費以外の金員を組合
員から徴収することは 右金員が組合の損失を補し組合
の存続を図るのに必要なものであったとしても 右の組合
員有限責任の原則に反するものといわなければならず そ
の負担に同意した組合員以外の組合員から右金員を徴収す
ることは許されないと解すべきである
 コメント
本件判決は 組合員有限責任制度を承認するが 組合員
が追加出資について 組合員がこれに同意した場合には認
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めることができるとした
 東京地裁平成 1年 1月 ,.日判決 判例時報 +/01号
+-/頁
 事実の概要
中小企業等協同組合法に基づき設立された協同組合が
その組合員である被告らに臨時総会で決議された賦課金の
支払を求めた事例
 判旨
本来経費の賦課そのものは団体を構成しこれを運営
する以上 法の規定はもちろん定款 規約等の定めがなく
とも 総会の決議により徴収できることは当然であるとい
いうるが 組合の場合に 経費を随時 多額に徴収するこ
とは 組合員の有限責任 法 ++条 ,項 を破棄するおそれ
があり したがって 経費の分担に関する規定を定款の絶
対的記載事項として 定款の定めるところによってのみ経
費を賦課しうるとし 定款では その分担に関する基本事
項 例えば 分担させるか否か 最高額をいくらにするか
等について記載すれば足り 総会において 経費の賦課お
よび徴収の方法について 具体的に定めるものとするとし
たのが法の趣旨と解される
法 +,条にいう経費とは 非経済的事業 例えば 教育
情報提供事業 団体協約の締結又は一般管理に必要な費
用であると解される
本件賦課金決議は原告が本来目的の範囲外である金
融を目的とする株式会社への出資 融資の結果生じた損失
を 組合員が実質的に負担することを強制するものである
ところこれは法 +*条 /項が定める組合に対する責任に
ついても出資額を限度とする旨の規定に反することにな
る
 コメント
本件判決は 経費の範囲を確定するとともに 協同組合
の目的範囲外の出資や融資にともなう損失金の処理のため
の費用は経費に該当せず 組合員有限責任制度に違反する
ものであるとした
, 判例の検討と問題点
以上の判例を通していえることは まず 裁判所は 組
合員有限責任制度を 株主有限責任制度と同様のものであ
るとして これを絶対的なものとして捉え 定款や組合員
総会の決議でもってしても否定することができない強行規
定であるとしている 判例 そして 組合は 適法
な手続きに基づく経費 手数料等の負担のほかは 組合員
有限責任制度に基づき これを組合員に負担させること
は 組合員有限責任原則に反し 違法であるとしている
もっとも 判例は 組合員有限責任制度が強行規定で
あることを是認しながらも すでに確定した債務について
は 組合員総会における全員一致の決議に基づき 組合が
組合員に対して出資額を超えて義務を課すことが可能であ
るとしている また 判例も同じく 組合員有限責任制
度が強行規定であることを是認しながらも 追加負担に同
意した組合員以外の組合員に対して義務を課すことはでき
ないとしている
これらの判決は 組合員有限責任制度そのものを否定す
るものではなく 組合員と組合債権者の利益衡量を考える
ときに 債務がすでに確定している場合には 債務を負担
するに際して不測の危険を負担しうる畏れもなく 組合員
が積極的に負担に応じようとすることは債権者保護にも通
じるのであり これを否定すべきでないという考えに立脚
していると思われる./ これを法律構成の面から考える
と かかる負担は判例が示すように 組合員総会におけ
る全員一致の決議 を要件とすると 恰も組合員総会にか
かる権限が付加されているかのように思われ 混乱を生じ
る したがってこれは むしろ 組合員が個人の立場で
すでに確定した債務について その負担に応じたと構成す
べきである.0 なお 未だ確定していない債務について
これを負担することを組合員が個人の立場で引き受けたと
しても それは直接に組合員有限責任制度に反するもので
あり 無効とすべきであろう
また 判例は 経費の内容ならびに賦課の条件を示した
上で 違法な経費の賦課については組合員有限責任制度に
反し これに応じる必要もないとしている もっとも 先
にも触れたが 経費の内容は具体的に法定されていないの
で 協同組合を公正に運営するためには 経費を課すこと
ができる範囲ならびに経費賦課金額の上限を定める必要が
ある
 結 び
協同組合は 株式会社と異なり 非営利原則のもと 組
合員への直接奉仕を目的とした相互扶助的団体活動として
運営されており 組合活動により生じた便益はすべて組合
員に帰属している 加えて 協同組合の組織構造は 人的
色彩が強く閉鎖的である それにもかかわらず 組合員の
責任形態は株式会社と同様に有限責任制度が認められてい
る 協同組合は 非営利原則に則り運営されているとして
も そこには対外的な経済活動にともなう多くの組合債権
者が存在しているのであり この点については株式会社と
の差異はみられない したがって 少なくとも株式会社と
同程度の債権者保護制度が求められてしかるべきである
なお すでにみたように中間法人法は 有限責任中間法人
のほか無限責任中間法人をその選択肢のなかにいれてい
る その点からすれば 同じく中間法人たる協同組合につ
いても組合員有限責任制度の見直しが不要とは言い切れな
いであろう
そもそも 協同組合の組合員有限責任制度は 協同組合
運動を推進するという社会的な政策技術に根拠が求められ
るのであり 法的根拠に乏しいといわなければならない
しかし 株主有限責任制度にみられるように それは 経
済社会において極めて有用な側面をもち 組織の運営上に
おいて欠くべからざるものであるということを否定するこ
とはできない それは 見方を変えれば 資本提供者だけ
ではなく 債権者へのリスク転嫁により組織運営を図ると
いう巧みな社会的な責任分配システムであるとみることが
できる しかし それはまた 責任制度としては極めて特
殊なものであり 債権者に対して不測の損害を甘受させる
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ものでもある そして 出資者の責任が出資額に限定され
実際上無責任状態におかれているということは 出資者の
経営者監視を弱めるインセンティブともなりかねない 経
営者の監視をさほど重要視するインセンティブとならな
い.1
したがって 組合員有限責任制度を絶対的なものと捉え
るのは疑問であり 有限責任制度により利害関係者がどの
ような影響を被るのかという事実関係を重要視して むし
ろ場合によってはこれを制限すべきとするのが妥当であろ
う そして 仮にそれにより利害関係者に甚だ不公平な権
利侵害がみられるのであれば 直ちにこれを修正する必要
を認めるべきであろう
なお 従来より有限会社や中小規模の株式会社では 有
限責任を担保する手段として 会社が取引を行う場合に経
営者の債務保証を求めるのが慣習化されており このこと
により実質的に会社債権者は有限責任にともなう損害を回
避できるので債権者保護上の問題はないとする見解もある
ようだが 会社法制度がありながら任意にこのような契約
を交わさなければ取引の安定が保てない現状にこそ問題が
あるのである 経営者に債務保証契約を結ばせることがで
きる取引相手はそれでよいが それができない取引相手の
権利保護はどのように果たせばよいのであろうか ここ
に 問題があるのである そして 協同組合についても同
様の問題があるのである
最後になったが 協同組合は 従来より 社会政策や社
会法的な立場からの意義付けがなされている また 農業
協同組合については農業経済学の立場から検討がなされて
いる それらは 確かに協同組合の本質を突くためには必
要なアプロチであったと思われるしかし協同組合は
本来 いわゆる非営利法人でありかつ非公益法人であり
中間法人と呼ばれる法人形態である したがって 今日的
には 協同組合の本質を実態をふまえて検討しつつ 同時
に 民法 商法 中間法人法や経営学 会計学の立場から
協同組合の本質を改めて検討する必要があろう
付記
本稿は第 +0回日本経営分析学会年次大会 青山学院大
学 において口頭発表した内容をもとに 大幅に加筆修正
して取り纏め直したものです 発表に際して有益なご教示
を頂いた明治大学の坂本恒夫先生 阪南大学の逸見啓先
生ご便宜をお図りいただいた日本証券経済研究所 当時
の森脇彬先生に感謝申し上げます
注
+ わが国の協同組合法制度の特色のひとつは 事業目的にし
たがって個別の協同組合法が立法化されている点である
戦前には産業組合法により一元的な法規制がなされていた
が 戦後はそれぞれの目的にしたがい監督行政庁の下に立
法化がなされているなおかかる事情に関しては大塚喜
一郎 +302 +3,頁以下 大塚喜一郎 +32+ -頁を参照
, なお これらの協同組合法のほかに 信用金庫法 昭和 ,0
年法律 ,-2号労働金庫法 昭和 ,2年法律 ,,1号によっ
てそれぞれ信用金庫制度 労働金庫制度が定められている
が これらも協同組合の一種である
- かかる批判としては 田中誠二 +3.2 +.0頁 村橋時郎
+3// +,-頁 協同組合論の立場から 協同組合の組合員
は本来的に無限責任を負うとするものとして 本位田祥男
+303 0/頁
. もっとも 昭和 ,0年改正農業協同組合法 平成 ,年改正水
産業協同組合法では回転出資金制度が導入され また 近
時の法改正によって 農業協同組合法 水産業協同組合法
においては最低出資金額が法定された これらの制度は
有限責任制度に直接関わる法改正ではないが 少なくとも
組合債権者保護を視野に入れた法改正であると位置づけら
れる
/ 株式会社を特徴づける特色については これを有限責任に
求める考え方と株式の証券化に求める考え方に大きく二分
されている このあたりの議論および基本的な考え方につ
いては 植竹晃久 +32. 第 -章参照
0 大塚久雄 +303 ,.,/頁 ここでは 株式会社を画する指
標として有限責任制度のほかに会社機関の存在譲渡自
由なる等額株式制 確定資本金と永続性があげられている
1 この点に関して 株式の自由譲渡制度によりさらにメリッ
トが強められる 周知のように +2*1年フランス商法典
Code de Commerce はその第 --条で全株主の有限責任
制度を承認するとともに 同法第 -0条で株式譲渡の自由を
認めていた しかしまた 有限責任制度は +2世紀初頭の
イギリスに起こった南海沫会社事件のような加熱投機事
件の下地にもなっていた
2 企業経営者の有限責任に対する要求は強く このような力
が株式会社の制度化を推し進めた ドイツの有限責任会社
やイギリスの私会社のような中小規模の会社への有限責任
の付与もこのような流れの中にある なお 有限責任によ
る資本糾合コストの低減について 亀川教授は 資本供給
に際し 有限責任という資格はリスクを大幅に削減する
資本供給者のリスクプレミアムを減じることにより 資本
コストを引き下げることができたのである 株式会社は
こうした欠陥を克服するための制度上の機構であり 資本
結合の最高形態である 亀川雅人 +33- ++0頁 と述べ
られている
3 もともと有限責任制度が立法化された当初は 会社設立は
免許主義であり 政府の設立許可を得なければならなかっ
た +2*1年フランス商法典 Code de Commerce におい
ても株式会社の設立には政府の許可を要した 同法 -1条
政府は株式会社の設立許可に当たって 資本の全額払込
利益の一定額の積み立て 欠損が生じた場合の配当規制な
どを条件とした これは 特有の投機的詐欺的性格をも
つ商業資本的集中の時代になめた苦い経験と 折柄台頭の
機運にあった産業資本集中の要求との妥協として生まれた
ものである 大隅健一郎 +321 //頁といわれるように
有限責任制度にともなうリスクとメリットの調整点として
免許主義がとられ その条件として資本の充実維持を図る
ことが課せられたのである
しかし その後 会社設立が準則主義になるにしたがっ
て資本の充実維持と公示主義が徹底されるようになった
+201年フランス会社法 loi sur les societas では 準則主
義による設立を認めるとともに 会社債権者保護の視点か
ら公示主義の原則を採用し財産目録貸借対照表株主名
簿の閲覧謄写が認められ また会計監査人制度も採用さ
れた
なお 現行法の規定では 株式会社の資本の充実維持に
関しては 最低資本金制度 商 +02条ノ . 株式の額面未
満での発行の禁止 商 ,*,条 ,項 利益準備金の積立 商
,22条などがあり公示制度としては計算書類の公告制度
商 ,2-条 -項 などがある しかし 戦後会社法の展開の
中では 英米法の影響や証券取引法の導入などにより 株
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主保護については極めて十分になりつつあるが その反面
会社債権者保護規定についてはさほどの進展がみられな
い このような債権者保護の不備は協同組合にもみられる
ところであり その充実が求められるところである
+* 古典的な研究の中には 積極的に株主有限責任制度の根拠
を探ろうとするものがある 例えば 田中耕太郎 +3,/
しかし 近時の研究の多くは 本文中に示した問題点に関
して 株主有限責任制度を疑問視して これを何らかの形
で制限すべきとする方向に向かっている このような傾向
は 平成 ,年商法有限会社法改正過程で 中小株式会
社有限会社の支配株主社員に対し 一定の要件の下に
労働債権ならびに不法行為債権について有限責任を否定す
べきとする提案 平成 ,年商法有限会社法改正試案三
+. が示されたことによるところが大きい 株主有限責任
制度を疑問視して これを論ずる研究には次のようなもの
がある 久保欣哉 +31- 三枝一雄 +32. 野田 博
+321 並木和夫 +321 柿崎栄治 +323 西脇敏男
+33* 関 俊彦 +33/ 吉原和志 +330 吉田 直
+330 など また 最近では 法の経済分析 economic
analisis of law の手法による有限責任制度の分析も行わ
れている 例えば 金本良嗣藤田友敬 +332
++ かかる見解として 関俊彦 +33/ 吉原和志 +330
+, イギリスでは +2,*年代にオエン R. OWENのニュ
ハモニ協同村の実験 +2..年のロッチデル
Rochdale公正先駆者組合による消費協同組合があるフ
ランスでは +2-*年代にフリエ C. FOURIER サンシモ
ン Saint-SIMON などの影響を受けた労働者生産組合が見
られるた また ドイツでは +2.*年代に小生産者による
信用協同組合が設立された わが国では 二宮尊徳の五常
講 大原幽学の先祖株組合が江戸末期にあった
+- 大島国雄 +310 +,3頁
+. もっとも企業概念を 継続的商品生産の組織体と捉える
大島国雄教授は 協同組合も企業であるとする 大島
+310 +-+頁
+/ トヨタ自動車 イトヨカ堂の財務指標については
YAHOO FINANCE (http : //proﬁle.yahoo.co.jp より各
社を検索して調べた
+0 日本生活協同組合連合会ホムペジ http : //co-op.or.
jp より引用
+1 農業協同組合新聞ホムペジ 日本の協同組合の現状
http : //www.lacom.or.jp/news*+/ja.html より引用
+2 上柳克郎ほか編 +32/ 0*頁 竹内昭夫執筆
+3 相澤 哲内野宗輝編 ,**, +/+0頁参照
,* 鈴木竹雄竹内昭夫 +33- 23頁
,+ 村橋時郎 +3/- +**頁
,, 大塚喜一郎 +302 -*2-*3頁
,- もっとも 協同組合の場合には 協同組合という名称を用
いなければならないこと 農協 -条ほかとの関わりまた
協同組合の基本的な理念からすれば 本来 直接参加型の
組織として構成すべきであろうことからすると 法律もこ
れを組合として構成すべきであると思われる しかし す
でにみたように 協同組合の実体は もはや会社企業を凌
駕するするようなものもあり 実体の面においても理念か
らかけ離れてきおり 社団的構成をするのが適切かとも思
われる
,. 産業組合の責任形態については 阿部信彦編著 ,*** +,
+-頁 関 英昭 ,**+a +,0+,1頁参照 なお 阿部信彦
編著 ,*** +.頁の表 ,には 戦前における産業組合の責
任形態別組織の比率が示されているが 責任形態が無限責
任から有限責任にシフトし さらに保証責任にシフトした
過程が読みとれる具体的に紹介すれば +3+* 明治 .-年
には 1,-*2組合のうち有限責任 /1./ 無限責任 .*.,
保証責任 ,.- +3,/ 大正 .年には +.,/+1組合のうち有
限責任 2/.- 無限責任 +,.3 保証責任 +.2 +3.* 昭
和 +/ 年には +/,+*+組合のうち有限責任 ..2 無限責任
..3 保証責任 3*.-となっている
,/ 平田東助 +3** 近藤康男編 +311 再収
,0 有限責任中間法人においても経費制度が導入されている
中間法人法 ,-条
,1 上柳克郎 +30* +-2頁
,2 田中誠二 +3.2 +.1頁 水産庁協同組合課編 +33/ +/.
頁
,3 村橋時郎 +300 ,./,.0頁 大塚喜一郎 +302 ,0.頁
-* 一般的には 経費の賦課を協同組合の定款に委ねる理由と
して経費を随時多額に徴収するときには組合員有限責
任原則を否定するおそれがあるので これを定款で定める
事項としたのである と説明されている 中小企業庁組織
課編 +33/ +1,頁なお農業協同組合法が経費の賦課を
協同組合の定款自治に委ねているのは 農業組合の自治制
によるものであろうという指摘がある 大塚喜一郎 +302
,0/頁 また 水産業協同組合法については 自主的な組
織運営をするために定款自治に委ねているとしている 水
産庁協同組合課編 +33/ +/.+//頁
-+ 有限責任の根拠としては 西脇敏男教授の整理 西脇敏男
+33*によれば 所有と経営の分離にその論拠を求め
る説 田中耕太郎 松田二郎 企業の有益性と企業維持
にその根拠を求める説 田中誠二 資本集中のためにそ
の論拠を求める説 河本一郎 株主と会社債権者間の危
険分担を 社会化 にその論拠を求める説 江頭憲治郎
資本の集中と 支配力の喪失に求める説 西脇敏男木
内宜彦 があげられている また 吉田直教授の整理 吉田
直 +330によれば所有と経営の分離事業危険の限
定や経営者の危険負担の促進 資本の集中資金調達
株主と会社債権者間の危険負担の 社会化資本の集
中と 支配力の喪失企業維持の社会的有用性の 0説を
指摘し このうち前 .説を主流学説と評されている なお
三枝一雄教授は 株主有限責任制度に関する経営経済学
者 法律学者の見解を整理した上で 株主の有限責任制
は 資本集中機構としての株式会社において 過大な企業
危険損失と株主のこれに対する支配力負担能力との矛
盾を 株主の企業危険損失に対する支配力負担能力喪
失に着目し これを契機として 株主に責任を限定するこ
とによって解決し 資本集中の阻害要因を除去し これを
促進するために認められたものである として これを
私法的衡平の観点から企業活動から生ずる損失危険を
社員債権者で分担せしめるというような抽象的で一般条
項的なものではない とされ 有限責任制度は絶対的なも
のではなく その前提を欠くときには否定しうることが可
能であるとされる 三枝一雄 +32. また 経営学者の見
解には 株式会社の本質を有限責任制度にみるのではなく
株式の証券化にみており 証券流通を促進する要素として
付随的に有限責任制度を認識している 馬場克三 +312
岡村正人 +3/2この点は経済実態に即した見方をする
経営経済学者と法形態的な面に重点を置く法律学者の見
方の違いであるように思われる
-, 農林省農政課編 +3.2 2*頁 上柳克郎 +30* .1頁 水
産庁協同組合課編 +33/ +.1+.2頁 中小企業庁組織課編
+33/ +00+01頁
-- 有限責任中間法人の制度化の理由は 中間法人には同窓会
等のように大規模かつ人間関係の希薄な団体が存在し そ
れらの構成員に対して無限責任を負わせることは合理的で
ないところから いわば社会的必要性を根拠に有限責任制
度を承認したとされる もっとも 有限責任中間法人に関
しては 有限責任制度の濫用に伴う債権者の保護を図るた
めに最低基金 株式会社の最低資本金に相当を -**万円
とし 中間法人法 +,条同 ,条 .号参照計算書類の監査
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中間法人法 0*条 および社員債権者に対する計算書類
の公示を求めている 中間法人法 0+条なお相澤哲内
野宗輝 ,**, ,+頁参照
-. 例えば イギリスにおいても有限責任制度の要求は強く
+2//年の有限責任法 Limited Liability Act により資本
充実と会社内容の公開の下に認められた 大隅健一郎
+321 2+2,頁 GOWER L.C.B +33, p./ しかし かか
る立法に対しては 会社債権者の最善の保護は株主の完全
な責任の原則の維持にあるとして 批判的な声があったと
される 大隅健一郎 +321 2+頁
-/ 近時の法改正により 一部の協同組合に出資総額の最低限
度が定められ 会社にいうところの資本の充実維持制度の
拡充が図られた 農業協同組合 農業協同組合連合会につ
き農業協同組合法第 +*条の ,は 最低出資額をそれぞれ +
億円以上 +*億円以上と定めている また 漁業協同組合
につき水産業協同組合法第 ++条の ,は 最低出資額を原則
として ,千万円以上と定めている しかし 最低出資総額
の定めがない協同組合もあり また公示制度の面では 計
算書類の公告などは制度化されておらず 組合債権者保護
は未だ十分とはいない
-0 株式会社の株主は 会社の成績に応じて配当金を受け取る
権利があるが 協同組合の組合員は 協同組合の事業それ
自体からも便益を受けるとともに 制限はあるものの剰余
金の配当を受け取ることができる 水協 /0条 したがっ
て 経済的な面において 株式会社の株主よりもむしろ優
遇されているとも考えられるのであり 加えて組合員有限
責任制度を導入し組合員保護を図ることは 手厚すぎる感
があるようにも思われる
-1 但し 消費生活協同組合法は 原則として理事の全員を組
合員もしくは会員から選任する 同法 ,2条 +項 が 特別
な場合は理事のうち五分の一以内を外部者から選任できる
同法 ,2条 ,項 森林組合法は 理事の五分の三以上が組
合員でなくてはならない 同法 ..条 +項
-2 なお 一部の協同組合法は 組合が破産した場合の組合脱
退者の責任を法定している すなわち 事業年度末におい
て組合が債務超過に陥り破産状態になった場合に 組合は
定款の定めにしたがって 年度内に脱退した組合員に対し
て 払込期限の到来していない未払込金額の一部又は全部
の払込を請求できる 農協 ,.条 生協 ,,条 水協 ,2条の
,これは脱退をした組合員に対して組合が破産に陥っ
た場合に 脱退しなかったら当然負担すべきことになる金
額を払い込ませるという規定である
-3 両者の選択は当事者に委ねられており 法は何らの区分も
設けていない 相澤 哲内野宗輝 ,**, ,-頁
.* この点につき 関 英昭 ,**+b --*--+頁参照
.+ 農業協同組合法についてみれば 預貯金事業を営む協同組
合については最低出資金制度が採用されており また共済
事業を営む協同組合については責任準備金制度が採用され
ているが それ以外の事業を営む協同組合についてはこれ
らの規定は準用されていない このような状況は 水産業
協同組合法についても同じである 水協 ++条ノ , +/条ノ
.
., 松崎良助教授は 決算関係書類 監査報告書の閲覧謄写
が組合員と組合債権者に限られることについて これを妥
当だとしておられる 松崎 良 ,*** +0頁 が 本文中で
述べたように これから協同組合と取引を行おうとするも
のは調査会社等の資料に頼るほか協同組合法上正当な
方法で当該協同組合の計算書類等を入手し得ないので問題
があると思われる なお 協同組合に関する経営情報の公
開に関しては瀬津 孝高田 理 ,*** 2-頁以下を参照
.- この点について 平成 ,年商法改正試案では 小規模株式
会社の債権者保護の点から 商業登記所での計算書類公開
制度が提案されたが 実業界の反対意見も多く その導入
が見送られたしかしながら株式会社協同組合ともに簡
便な計算書類公開制度の導入は必要であり そのための立
法措置および社会的制度基盤形成が求められる なお か
かる問題に関しては木原高治 +331 を参照
.. かかる制度の評価については 関 英昭 ,**+a +,3頁を
参照
./ 例えば 田中誠二教授は 株主有限責任の原則は株式会社
の基本的特質として効力規定である強行法であるが それ
は制度として一般に事前にこれに反すると認めると会社の
種類に混雑を来たし公益に害があるから これを無効とす
るので 具体的場合にすでに責任の範囲が確定したときに
株主がその利益を放棄することは このような害がなく
これを妨げないのである とされる 田中誠二 +33- +,1
頁 また 大塚市助教授は 出資義務の加重は資本充実を
害せず 却って債権者に有利であるから 全株主の同意が
あればこれらは許されることについては 学説判例上異論
がない とされる 大塚市助 +3/0 所収 .0+頁
.0 この点は 例えば わが国の中小株式会社や有限会社にお
いてみられるように 経営者が債務負担契約に基づき会社
債務を弁済するのと同種のものといる すなわち 組合が
課すというのではなくて 組合員が自由な意思で債務を引
き受けたということである
.1 周知のように イギリスのスチュワドシップ会計の伝統
に従うならば 委託者たる組合員は受託者たる組合経営者
に対して報告責任 accountability を求めるべきである
が 組合員の出資額それ自体が大きくないため 日本消費
生活協同組合連合会の調べでは +人あたり ,.,+0,円の出資
額 そのような意識すら見受けられない このような組合
員のチェックの重要性については 協同組合のコポ
レトガバナンス問題として近時論じられているところ
である かかる点に関しては 山本 修ほか編著 ,***
守屋俊晴 ,**+ を参照
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Co-operative and the Limited Liability System
By
Koji KIHARA*
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Summary : Co-operatives are very important as economic and social entities in Japan. However, they
have a number problems in aspects of law and the legal side. In this study the author has taken up
the limited liability system of co-partners in co-operatives as one major problem, and has descried it
in relation to the protection of co-operatives creditors. The Co-operatives Laws have provided a
limited liability system which is the same as the Commercial Code of Japan. However, the Co-
operatives Laws can not adequately protect the co-operative’s creditors in comparison with the
Commercial Code of Japan. The protection system of the co-operative’s creditors is very important to
maintain the limited liability system. If we approve the limited liability system in the co-operatives,
we require a more comprehensive protection system of creditors to the co-operatives than the present
system.
Key Words : Co-operative, limited liability system, protection of co-operative’s creditors.
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